













































に後者の UPI項目18） 15） 22） の１～４年生での変化
を年度毎に示す。






































































































































































総　数 22792.9 30979.6 8186.7
男　性 14800.1 21900.4 7100.3


































































































男　性 ～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳
1989～97年 2.1 17.9 22.1 30.2 41.1
98～2015年 3.2 28.5 33.3 47.4 58.2
差 1.0 10.6 11.2 17.2 17.1
女　性 　 　 　 　 　
1989～97年 1.1 8.2 8.9 11.3 16.6
98～2015年 1.7 12.9 13.1 13.7 16.9




































































































































































































































































































高校（計） 95.6 97.8 2.2 96.8 97.8 1.0
高校（男） 94.6 97.4 2.8 95.9 97.4 1.5
高校（女） 96.6 98.2 1.5 97.7 98.2 0.4
短大（計） 12.1 6.8 －5.3 12.5 6.8 －5.7
短大（男） 1.9 1.5 －0.5 2.2 1.5 －0.7
短大（女） 22.7 12.4 －10.3 23.3 12.4 －10.9
大学（計） 28.3 46.6 18.3 34.2 46.6 12.4
大学（男） 37.6 52.2 14.5 42.7 52.2 9.4







































































































　 1981～98年 99～2016年 差
高校（計） 34.1 17.7 16.5
高校（男） 33.6 20.4 13.2
高校（女） 34.7 14.9 19.8
大学（計） 75.0 63.4 11.6
大学（男） 76.1 60.1 16.1





























































































































































































































































































































































































年　収 既婚 未婚 既婚 未婚
300万未満 8.7 91.3 25.7 74.3
300～400万 25.7 74.3 16.2 83.8
400～500万 36.5 63.5 22.7 77.3
500～600万 39.2 60.8 32.9 67.1
600万以上 29.7 70.3 34 66
30代男性 30代女性
既婚 未婚 既婚 未婚
300万未満 9.3 90.7 35.7 64.3
300～400万 26.5 73.5 17.1 82.9
400～500万 29.4 70.6 20 80
500～600万 35.3 64.7 23 77
600万以上 37.6 62.4 16.3 83.7
（内閣府「結婚・家族形成に関する調査」より作成）
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いずれも増加傾向にある。特に、男性ではそれが一層
際立っていて、最新の2015年では22.8％であった（ち
なみに女性は13.3％）。
　1998～99年頃を分岐点として生涯未婚率を見るが、
５年ごとの集計のため1995～98年のデータは1995年
の１例しかない。そこで、図に挙げた1975～95年と
2000～15年のデータを比較する。
　その結果、1975～95年の生涯未婚率の平均値は男
性が4.6％、女性は4.5％とほとんど差がないのに対し、
2000～15年では男性が17.9％、女性は9.2％と男性の
平均値は女性のほぼ２倍となっている。また、1998～
99年頃を分岐点として前者と後者を比べると、男性
は3.8倍、女性も2.0倍、生涯未婚率が増加している。
　図でも女性より男性の未婚率の増加傾向が著しいこ
とが改めて明らかとなり、それは1998～99年頃から、
というよりも1990～95年頃から生じていることが窺
われる。
　このように、未婚者の結婚についての意識は年度に
よる変化は認められないのに対し、実際の婚姻数及び
婚姻率は減少傾向にあり、未婚率は増加している。し
かもそれは男性に顕著である。そして、今後さらにそ
の率は増えるものと予想される。それは、先に挙げた
若者の失業や非正規雇用の増加と、それらに伴う給与
や賃金の低さなどに起因する。
　例えば、年収別での男女の結婚状況をみると（表
５）、既婚で最も低い値は20代男性年収300万未満の
8.7％、次いで同じく30代男性年収300万未満の9.3％
である。逆に最も高いのは20代男性年収500～600万
の39.2％、次いで30代男性年収600万以上の37.6％で
ある。
　女性が年収の高低に関わらず、一定の割合で既婚で
あるのに対し、男性は20代・30代共に年収が300万未
満であると、既婚率は１桁に留まっている。他の年収
では25.7（20代の300～400万）～39.2％（20代の500
～600万）と既婚率が30％前後と比べてもその落差が
大きい。
　すなわち、年収が300万円に満たないと結婚できな
い、という現実が男性にはあることが分かる。既に見
たとおり、2015年度での平均給与は正規で485万円、
非正規で171万円であり、非正規の男性では226万円
（女性は147万円）である。しかも、その給与も加齢
に伴う上昇が期待できない（賃金の図14も参照）の
で、１ヶ月18.8万円（226万円÷12ヶ月）での結婚生
活を想定すると、なかなか結婚に踏み込めないのだろ
う、と推測される。
　本論文では、Ⅰで１）本学学生の精神的自覚症状を
示す UPI、２）自殺者数、３）「国民生活に関する世
論調査」による若者の悩みや不安についてのデータを
挙げた。いずれも1998～99年頃からマイナス方向に
変化し、しかもその変化（差）を明瞭に示している。
すなわち、1990年代後半を分岐点として、若者の精
神保健上に大きな影響を与える要因が存在することが
示唆される。
　また、Ⅱで若者の不安や悩みの内容の中からその程
度の高い「自分の生活（進学、就職、結婚など）上の
問題」と「今後の収入や資産の見通し」、そして「現
在の収入や資産について」などについてのデータを検
討した。いずれも1998～99年頃を分岐点としてマイ
ナス方向に変化しているのだが、当初の予想とは異な
り、その変化は1998～99年頃に明瞭となるのではな
く、むしろそれ以前の1990～95年頃から徐々にマイ
ナス方向に変化し始めている。
　例えば、「女性の進学先が短大から大学へと大きく
転換しているのは1995～96年頃である」、「就職率が
1995年から60％台に低下している」、あるいは、「男
性の未婚率の増加傾向が著しく、それは1998～99年
頃から、というよりも1990～95年頃から生じている」、
などである。
　女性の進学先の転換はマイナス方向への変化ではな
いが、世の中の潮目がその頃から変わり始めた節目の
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一つであると考えられる。そして、振り返ると就職率
や未婚率が示すように1998～99年頃からマイナスの
色彩が一層濃くなる、との印象である。但し、本論文
では専ら若者を対象にして検討・考察を行っている
が、自殺者数や「国民生活に関する世論調査」などの
データにあるように、マイナス方向への変化は世代間
を問わずに当てはまることに改めて留意すべきであ
る。
　それを踏まえて、Ⅱで取り上げた項目は、当たり前
のことであるが若者が直面する問題（課題）である。
それらが自分の能力（自助努力）だけでは解決困難で
ある、あるいは、努力しても報われない、そうした状
況（環境）が変わる見込みがない、となるとネガティ
ブにならざるを得ないだろう。
　例えば、耳塚ら（2014）は、親の学歴別組み合わせ
やそれに伴う社会経済的背景（家庭所得、父親学歴、
母親学歴の三つの変数を合成した指標）が子どもの学
力に大きく影響していることを明瞭に示している（中
藤、2015）。すなわち、これらのデータが示唆するの
は、社会的格差や貧富の格差が拡大傾向にある（ある
いは、既にそれが大きい）、ということである。
　そうした若者の内面をより明瞭に現したものがⅠの
データだと言えよう。
　Ⅰ、Ⅱに示したデータの背景にあるのは、先行きの
不透明さや、より良い未来への確信が持ちづらいこ
と、特に、経済上の変化や社会保障における不安だと
考えられる。また、それらに伴う生活上の変化、たと
えば、社会的格差や貧富の格差が拡大傾向にある、あ
るいは、過去に比べて希望が持てない社会ともいわれ
ているが、そうしたこととも関係しているのだろう。
注
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